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概要  

高等教育機関における「BYOD 利活用教育実施状況」調査に基づいて BYOD の全学導入の主体者とそ

の目的について考察した。その結果、全学導入の主体ならびに導入推進の主体は、技術支援組織が多か

った。全学の関連組織の連携はあまりされていないようだった。導入目的は学生の学習効果や効率の向

上、授業での活用などの学習活動改善であることが窺えた。そのように教育改善が目的であっても教育

支援組織の関与は技術支援組織に比べて少ない様子が窺えた。今後、BYOD がその目的に応じた活用を

されるためには、機関内の組織の連携がより密になることが期待される。 

 

1  はじめに 

大学 ICT 推進協議会 ICT 利活用調査部会は、高

等教育機関等における BYOD（Bring Your Own 

Device）を活用した教育改善の現状を把握するた

め、2016年度に文部科学省の協力を得て、全国の

高等教育機関（４年制大学、短期大学、高等専門

学校）を対象とした悉皆調査を実施した。その結

果は本年次大会での発表や報告書による公開が予

定されている。本稿では本調査の一部である

「BYOD を活用した教育改善の現状調査」の結果

のうち、BYOD 導入推進の主体と実際の担い手な

らびに導入の目的について、データを元に年次大

会での発表や報告書とは異なる観点で考察した。  

2  調査の概要 

本調査は「（機関の）基本情報」、「BYOD の取

組状況」、「組織戦略」、「BYOD による教育実施状

況」、「支援体制」、「インフラ整備」の 6 つの観点

から構成された質問項目によって実施された。全

対象機関 1204機関のうち、有効回答数は 713機関

で、回収率は 59.2%であった。大学の設置者別に

みると国立大学の回収率が 80.2%、機関種別では

高等専門学校の回収率が 70.2%であり、それぞれ

もっとも高かった。本稿では高等教育機関におけ

る「BYOD 導入状況」の観点から、（１）BYOD 導

入推進の主体と、その実際の担い手、また、（２）

BYOD 導入の目的についての回答を元に考察した。 



3 分析対象とした BYOD導入機関 

本稿では BYOD を全学として導入している機

関を対象とした分析を行った。そこで BYOD の取

組状況についての質問項目（問 7「貴学における

現在の BYOD の取組状況について、以下より選択

して下さい」）への回答を用いて選別した。用いた

質問項目は「（BYOD の）全学での導入」「一部の

部局での導入」をそれぞれ行っているかどうかに

ついて問うた項目であった。これらの質問項目へ

の回答方法は「導入していない」「今後 2年以内に

導入の予定がある」「導入している」「わからない」

の 4 つのうちのいずれかを選択するものであった。

それらの質問への回答のうち、「一部の部局での導

入」に対する回答が何であっても、「全学での導入」

について「導入している」と回答した機関のデー

タを用いて分析した。すなわち、「一部の部局での

導入をしている」機関、「一部の部局での導入をし

ていない」機関、ならびに「一部の部局での導入

をしているかどうか（の実態が）わからない」機

関も、「全学での導入をしている」と回答した場合

は分析対象とした。その結果、国立 24、公立 15、

私立 120、高専 7、短大 37 が少なくとも「全学で

導入している」機関として分析対象となった。 

4 結果と考察 

4.1 BYODの全学導入機関の割合  

今回の調査に協力した機関の設置者別ならびに

機関別の BYOD 全学導入割合を表 1に示した。  

 

表 1. 設置者別・機関別のBYOD全学導入割合 

BYOD利活用

教育改善調査

に協力した数

「全学で導入

している」と

回答した数

比率換算

国立 69 24 34.8%

公立 57 15 26.3%

私立 364 120 33.0%

短大 183 37 20.2%

高専 40 7 17.5%

全体 713 203 28.5%
 

BYOD を全学導入している割合は、国立大、私

立大で 35％弱、公立大は 26.3％、短大と高専は 20％

程度であり、全体では 28.5%であった。この結果

より、BYOD を全学に導入している機関は全体の

4割に満たないことがわかった。  

4.2 BYODの全学導入推進の主体  

BYOD の導入推進の中心となっている組織につ

いての質問（問８．BYOD の導入はどの組織が中

心となり推進していますか？それは学内のどのレ

ベルの組織ですか？（複数回答可））に対する回答

を表 2で示した。 

 

表 2. BYOD 全学導入推進主体 

 学長・

執行部

 教員個

人レベ

ル

 教職員

のワー

キング

グルー

プ

 学部研

究科

 技術支

援組織

 教育支

援組織

 事務組

織

国立 12.5% 20.8% 0.0% 25.0% 50.0% 33.3% 20.8%

公立 6.7% 6.7% 26.7% 40.0% 26.7% 20.0% 26.7%

私立 17.5% 7.5% 13.3% 20.8% 52.5% 15.0% 32.5%

短大 0.0% 14.3% 14.3% 42.9% 85.7% 14.3% 0.0%

高専 21.6% 13.5% 21.6% 10.8% 40.5% 16.2% 32.4%

全体 16.3% 10.3% 14.3% 21.7% 49.3% 17.7% 29.6%

技術支援組織とはメディアセンター・情報基盤センター等を指す

教育支援組織とは教授学習センター・学習支援センター等を指す  

 

全体では約 50％の機関が BYOD 導入の中心は

技術支援組織と回答した。設置者別・機関別に見

ると、短大は 85.7％、国立大、私立大、高専は 40

－55％程度、公立大は 26.7％であった。公立大と

短大では学部研究科が BYOD導入推進の主体とし

た回答が約 40％であった。 

国立大では技術支援組織が中心となり、教育支

援組織が協力し、学部研究科、事務組織、教員個

人レベルでの支援が行われている可能性が窺えた。 

公立大では学部研究科が中心となり、技術支援

組織、事務組織、教職員のワーキンググループ、

教育支援組織が支援している可能性が窺えた。 

私立大では技術支援組織が中心となり、事務組

織が協力し、学部研究科、教育支援組織、教職員

のワーキンググループが支援している可能性が窺

えた。 

短大では技術支援組織が中心となり、学部研究

科が協力して行っている可能性が窺えた。特に

85.7％が技術支援組織、42.9％が学部研究科と回答

している一方で、学長・執行部と事務組織はそれ

ぞれ 0％であり、短大の多くで BYOD 全学導入の

中心を技術支援組織と学部研究科が担っている様

子が窺えた。 

高専では技術支援組織が中心となり、事務組織

が協力している可能性が窺えるが、学長・執行部、



教員個人レベル、教職員のワーキンググループ、

教育支援組織との回答が 10.8-21.6%であり、機関

全体で緩やかに支援している可能性が窺えた。全

体で見ると、技術支援組織が中心との回答が多く、

事務組織と学部研究科がそれに続いており、教員

や教育支援組織が中心となっている機関は 2 割以

下であることがわかった。 

 

4.3 BYODの全学導入の担い手 

BYOD の導入推進に関わっている人材について

の質問（問１６．BYOD 導入推進に関する人材は

どのように確保していますか？（複数回答可））に

対する回答を表 3で示した。 

 

表 3. BYOD 全学導入に関する人材 

 確保して

いない  学内兼任者  学内専任者  外部委託

 アルバイト

（職員）

 アルバイト

（学生）

国立 50.0% 29.2% 20.8% 4.2% 12.5% 12.5%

公立 46.7% 66.7% 26.7% 6.7% 6.7% 13.3%

私立 26.7% 54.2% 30.8% 26.7% 5.0% 9.2%

短大 16.2% 64.9% 18.9% 16.2% 5.4% 5.4%

高専 14.3% 85.7% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0%

全体 28.6% 55.2% 26.6% 20.2% 5.9% 8.9%  

 

BYOD の導入推進のための人材を「確保してい

ない」と回答したのは国立大と公立大がそれぞれ

約 50％と同程度であった。しかし、学内兼任者を

BYOD の導入推進のための人材として確保してい

ると回答しているのが、公立大では 66.7％である

のに対して国立大では 29.2％と約 35％の差があっ

た。学内兼任者と回答したのは、高専が 85.7％と

最も多く、公立大と短大が共に約 65％、私立大が

54.2％であり、5割以下は国立大のみであった。国

立大は他の選択肢への回答は学内専任者が 20.8％、

アルバイト（職員・学生）が共に 12.5％であって

相対的に割合が低いことから、主に学内の専任

者・兼任者・アルバイトが導入の推進を行ってい

ることが窺えた。公立大は国立大と同程度に人材

を確保していないが、学内兼任者を 66.7％確保し

ており、国立大に比べて明確に担当者がアサイン

されている可能性が窺えた。私立大は 73％が人材

を確保しており、学内兼任者が約 55％、学内専任

者と外部委託がそれぞれ約 30％であり、多様な人

材を確保している可能性が窺えた。短大、高専は

80％以上が人材を確保しており、ともに学内兼任

者がその役割を担っている様子が窺えた。 

4.4 BYODの全学導入の目的 

BYOD の全学導入の目的についての質問（問１

７ . BYOD 導入の目的は何ですか？（複数回答

可））に対する回答を表 4で示した。 

全体で見ると、BYOD 全学導入の目的として「学

生の学習効果の向上」「  学生の学習効率の向上」

「  授業内学習での利用」の回答が 70％以上であ

った。それに対して、「外部作成の学習リソースの

活用」「学習データの取得・分析」「機関の競争力

や知名度の向上」「予算コスト削減」の回答は 30％

以下であった。この結果から、BYOD の全学導入

は学生の学習活動の改善を主な目的としており、

BYOD 導入による機関の運営上のメリットを目的

としていない様子が窺える。ほとんどの項目で機

関別に大きな傾向の差はないが、国立大が「学内

作成の学習リソースの活用」で 70.8％、「外部作成

の学習リソースの活用」で 41.7%であり、他の機

関に比べて、BYOD 導入の目的として学習リソー

ス活用を想定している割合が高いことがわかった。 

 

表 4. BYOD 全学導入の目的 

 学生の

学習意

欲の向

上

 学生の

学習効

果の向

上

 学生の

学習効

率の向

上

 教職員

の作業

効率化

 授業内

学習で

の利用

 授業外

学習で

の利用

 学内作

成の学

習リ

ソース

 外部作

成の学

習リ

ソース

 学習

データ

の取

得・分

 機関の

競争力

や知名

度の向

 予算コ

スト削

減

国立 33.3% 70.8% 70.8% 33.3% 83.3% 66.7% 70.8% 41.7% 33.3% 8.3% 16.7%

公立 40.0% 66.7% 86.7% 33.3% 53.3% 46.7% 33.3% 6.7% 20.0% 6.7% 26.7%

私立 52.5% 85.0% 79.2% 49.2% 75.0% 58.3% 36.7% 21.7% 24.2% 11.7% 18.3%

短大 57.1% 71.4% 85.7% 42.9% 85.7% 42.9% 28.6% 28.6% 28.6% 0.0% 14.3%

高専 54.1% 86.5% 81.1% 37.8% 75.7% 59.5% 27.0% 8.1% 40.5% 2.7% 10.8%

全体 49.8% 81.8% 79.3% 43.8% 74.9% 58.1% 38.4% 20.7% 28.1% 8.9% 17.2%

授業内学習での利用とはアクティブラーニング型授業やPBL型授業などを指す

授業外学習での利用とは反転授業などを指す  

 

表 5. BYOD全学導入の目的（教員個人が導入主体の場合のみ） 

 学生の

学習意

欲の向

上

 学生の

学習効

果の向

上

 学生の

学習効

率の向

上

 教職員

の作業

効率化

 授業内

学習で

の利用

 授業外

学習で

の利用

 学内作

成の学

習リ

ソース

の活用

 外部作

成の学

習リ

ソース

の活用

 学習

データ

の取

得・分

析

 機関の

競争力

や知名

度の向

上

 予算コ

スト削

減

国立 71.4% 100.0% 85.7% 71.4% 100.0% 100.0% 71.4% 71.4% 42.9% 0.0% 42.9%

公立 0.0% 50.0% 100.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0%

私立 50.0% 63.6% 68.2% 63.6% 81.8% 54.5% 45.5% 27.3% 27.3% 4.5% 9.1%

高専 25.0% 75.0% 50.0% 25.0% 75.0% 25.0% 25.0% 0.0% 25.0% 0.0% 25.0%

短大 58.3% 83.3% 58.3% 33.3% 66.7% 58.3% 25.0% 8.3% 33.3% 0.0% 0.0%

全体 51.1% 74.5% 68.1% 53.2% 78.7% 59.6% 42.6% 25.5% 31.9% 2.1% 17.0%

n=国立7, 公立2, 私立22, 高専4, 短大12

授業内学習での利用とはアクティブラーニング型授業やPBL型授業などを指す

授業外学習での利用とは反転授業などを指す  

 

また、全学導入推進の主体として「教員個人レ

ベル」と回答したデータのみで、導入目的を整理

した結果を、表 5 に示した。全体（表 4）と比べ

て、国立大では「学生の学習意欲の向上」「学生の

学習効果の向上」「教職員の作業効率化」「授業外

学習での利用」「外部作成の学習リソースの活用」



「予算コスト削減」と回答した割合が「教員個人

レベル」のほうが 20％以上高かった。「授業内学

習での利用」は全体での 83.3%だったのが「教員

個人レベル」では 100％となっていたため 20％以

上の差はなかったが同様と見なしてよいかもしれ

ない。以上より、少なくとも国立大で教員個人レ

ベルが BYOD 全学導入の促進者である場合は、

BYOD 導入の目的は、学生の学習活動支援ならび

に授業の効率化を目指したものであることが窺え

た。 

 

5 まとめ 

本稿では、高等教育機関における「BYOD 利活

用教育実施状況」の観点から、調査データに基づ

いて BYOD の全学導入の主体者とその目的につ

いて考察した。その結果、全体の傾向として、全

学導入をしている機関は 3 割程度であり、導入の

主体としては技術支援組織が多いことがわかった。

導入担当者が確保されていることは少なく、技術

支援組織などの導入の主体となっている組織全体

で導入促進をしている様子が窺えた。また事務組

織が導入に協力している様子が窺える一方で、教

育支援組織の関与は少なそうであった。導入の目

的は学生の学習効果や効率の向上、授業での活用

が中心であり、機関の運営上のメリットが目的と

されることは少なかった。以上の結果から、BYOD

の導入目的としては、学習活動の改善が挙げられ

る一方で、その導入の主体は技術支援組織であり、

教育支援組織の関与は少ない可能性が示唆された。

今後、BYOD がその目的に応じた活用をされるた

めには、機関内の組織の連携がより密になること

が期待される。 

 

 


